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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板上に形成された溝内部が、導電層、半導体層、絶縁層及び第一の電極層が順次積層
された構造、又は半導体層、導電層、絶縁層及び第一の電極層が順次積層された構造であ
り、さらに、該半導体層と接し、かつ該導電層と接していない第二の電極層及び第三の電
極層が形成され、
　前記基板の表面がエネルギー付与により少なくとも臨界表面張力の大きな高表面エネル
ギー部と、より臨界表面張力の小さな低表面エネルギー部との二つの部位を含み、
　前記溝の側面は前記低表面エネルギー部であり、
　前記溝の底面、及び、前記溝の側面を介して前記溝の底面と連続する前記基板上の所定
領域は前記高表面エネルギー部であり、
　前記溝の底面の前記高表面エネルギー部に前記導電層が形成され、前記所定領域の前記
高表面エネルギー部に前記第二の電極層及び前記第三の電極層が形成されていることを特
徴とする電子素子。
【請求項２】
　前記第二の電極層、第三の電極層及び導電層が同一の材料からなることを特徴とする請
求項１に記載の電子素子。
【請求項３】
　前記第一の電極層、第二の電極層、第三の電極層、導電層及び半導体層の少なくとも一
つが塗布可能な材料からなることを特徴とする請求項１に記載の電子素子。
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【請求項４】
　前記第二の電極層、第三の電極層及び導電層薄膜の半導体接触部位と半導体非接触部位
とで仕事関数が異なることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか一項に記載の電子素子
。
【請求項５】
　溝が形成された基板の表面にエネルギーを付与し、少なくとも臨界表面張力の大きな高
表面エネルギー部と、より臨界表面張力の小さな低表面エネルギー部との二つの部位を形
成する第１工程と、
　前記基板上に複数の電子素子の第二の電極層、第三の電極層及び導電層を、第一の粒子
分散液を用いてインクジェット法によりパターニングして形成する第２工程と、
　該第一の粒子分散液に含まれる金属の仕事関数に応じて該電子素子の必要な部位のみに
電圧が印加するように接続し、該第一の粒子分散液に含まれる金属とは反対の仕事関数を
有する電解メッキ中に基板を浸漬させて、該部位に該電解メッキの薄膜を積層して成膜し
、
　該電子素子間の配線電極を第二の粒子分散液を用いてパターニングする第３工程と、を
有し、
　前記第１工程では、前記溝の側面は前記低表面エネルギー部となり、前記溝の底面、及
び、前記溝の側面を介して前記溝の底面と連続する前記基板上の所定領域は前記高表面エ
ネルギー部となり、
　前記第２工程では、前記溝の底面の前記高表面エネルギー部に前記導電層を形成し、前
記所定領域の前記高表面エネルギー部に前記第二の電極層及び前記第三の電極層を形成す
ることを特徴とする電子素子の製造方法。
【請求項６】
　請求項１乃至４のいずれか一項に記載の電子素子、第一の電極層に電圧を印加する第一
の電圧制御デバイス並びに第二の電極層及び第三の電極層に電圧を印加する第二の電圧制
御デバイスを有し、該第一の電圧制御デバイス及び第二の電圧制御デバイスを用いて、該
第二の電極層及び第三の電極層の間を流れる電流を制御することを特徴とする電流制御ユ
ニット。
【請求項７】
　請求項６に記載の前記電流制御ユニットが基板上に形成されていることを特徴とする電
流制御装置。
【請求項８】
　請求項１乃至４のいずれか一項に記載の電子素子、請求項６に記載の電流制御ユニット
または請求項７に記載の電流制御装置を有することを特徴とする演算装置。
【請求項９】
　対向して設けられている二つの基板の対向する面の一つに形成されている電極間の電圧
または電流の変化によって表示の切替を行う表示装置において、
　請求項１乃至４のいずれか一項に記載の電子素子、請求項６に記載の電流制御ユニット
、または請求項７に記載の電流制御装置が画素スイッチングまたは画素駆動に用いられて
いることを特徴とする表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、低コストで作製でき、寄生容量が低減され、高速応答が可能な電子素子に関
し、さらに、該電子素子を有する電流制御ユニット、電流制御装置、演算装置及び表示装
置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　現在、情報表示等の目的に用いられる代表的な表示装置はCRT、液晶表示装置、EL表示
装置である。CRTは比較的低い装置コスト、高い表示品質の点で従来から今日に至るまで
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表示装置として広く用いられてきたが、ブラウン管の小型化、低消費電力化が困難である
。こういった背景から液晶表示装置、さらに最近はEL表示装置の需要が急速に高まってき
ている。また、非接触でデータを読み出しや書込みが可能なICタグは、物流・個人情報管
理用途に今後大きな市場が期待されており、この中には多数の演算素子が組み込まれてい
る。
【０００３】
　一方表示素子・演算素子に用いられる一般的な能動素子は、半導体材料、第一の電極（
ゲート電極）、第二の電極（ソース電極）、第三の電極（ドレイン電極）を有したトラン
ジスタ構造である。このトランジスタの一般的な構造としては、プレナー型、逆スタガー
型が挙げられる。
【０００４】
　この半導体材料については、近年塗布プロセスの適用が可能な有機半導体材料の開発が
盛んに行われている。塗布による製造が可能な有機半導体デバイスは、真空成膜プロセス
を用いる必要がないため、製造コストの大幅なコストダウンが可能となる利点を有する。
【０００５】
　近年塗布可能な材料で高移動度材料として、ポリチオフェン材料が注目されてきている
が、(非特許文献１参照）、その移動度は0.１cm２/V・秒未満であり現状のアモルファス
シリコンと比較しても一桁近く小さい。このため高速応答の指標である遮断周波数につい
て、一般に有機半導体材料を用いたトランジスタの場合はKHzレベルオーダーであり、一
般に数MHｚ以上の遮断周波数が必要となる高精細な動画表示素子の駆動や、ICタグに用い
ることはできない。
【０００６】
　この遮断周波数の向上させる手段としては、半導体材料の移動度向上以外に、トランジ
スタのチャネル長の短チャネル化が挙げられる。しかし、１μm前後からそれ以下のチャ
ネル長にソース・ドレイン間距離をパターニングするためには、一般に煩雑な工程や高額
の製造装置が必要であるため、製造コストが増加するという問題がある。
【０００７】
　このような問題を解決するために、ソース電極、ゲート電極、ドレイン電極を順次積層
したSIT構造（図２及び３参照）が一般に知られている。SIT構造の場合、ソース／ドレイ
ン間の電流のON／OFFは、図３に示すように、ゲート電圧の印加による半導体層の空乏層
領域の増加により、ソース／ドレイン間の抵抗値を増大させ、この間を流れる電流値を制
御している。
【０００８】
　図２から判るように、SIT構造のチャネル長は半導体層の膜厚によって制御可能である
ため、短チャネル化においては作製プロセスが非常に容易であり、高速応答のトランジス
タとして期待されている。しかしながら、ＳIT構造は、ゲート電極の間隔が大きくなると
、空乏層がチャネル幅方向全域に広がらず、この場合OFF時の電流が大きくなるという問
題を有する。このため、ゲート電極の間隔が1μm未満になるようにパターニングする必要
があり、製造プロセスには煩雑な工程が必要となる。
【０００９】
　さらに、遮断周波数を向上させるためには、素子内部の寄生容量の低減が必要である。
例えば、図１（ａ）の場合は、ゲート電極及びソース電極の間、並びにゲート電極及びド
レイン電極の間にゲート絶縁膜を狭持することで寄生容量が形成されている。寄生容量が
大きい場合は、ゲート電圧の印加によって回路動作に無関係な部位に充電を行うこととな
るため、高速応答が困難なものとなる。また、ゲート電圧が高周波の場合は、コンデンサ
によるインピーダンスが非常に小さくなるため、ゲート電流がソース電極及びドレイン電
極に流れ、素子の消費電力が非常に大きくなり、特に、モバイル用途のようにバッテリー
駆動するアプリケーションには適用が困難になる。
【００１０】
　したがって、プレナー型の場合、ゲート電極と、ソース電極及びドレイン電極は、殆ど
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重ならないようにアライメントする必要が生じるが、特に、基板の材料が樹脂フィルムの
ように収縮しやすい材質である場合に、このアライメントは、面積が大きくなるほど、困
難となる。
【００１１】
　SIT構造の場合も同様に、図２の場合は、ゲート電極とソース電極、ドレイン電極が半
導体層を狭持することで寄生容量が形成され、高速動作・低消費電力化において不具合が
生じる。また、微細加工されたゲート電極と重ならない様にソース電極及びドレイン電極
を図４のようにアライメントするのは非常に困難である。
【００１２】
　そこで、特許文献１には、基板上に形成され、凸部を有する第一の電極と、上記第一の
電極を覆う絶縁層と、上記絶縁層上に形成され、上記第一の電極の凸部の上方に位置する
第二の電極と、上記第一の電極の凸部の両側のうちの少なくとも一方に、上記絶縁層を介
して位置すると共に、上記第一の電極の凸部の高さよりも低い第三の電極と、上記第二の
電極と第三の電極とに接する一方、上記絶縁層によって上記第一の電極と隔てられた半導
体層とを備えることを特徴とする電界効果トランジスタが開示されている。
【００１３】
　また、特許文献２には、（Ａ）基体上に形成され、頂面、第一の側面及び第二の側面を
有し、断面形状が略四角形のゲート電極、（Ｂ）ゲート電極の頂面、第一の側面、及び第
二の側面に形成された絶縁膜、（Ｃ）ゲート電極の頂面上に位置する絶縁膜の部分の上に
形成された第一のソース／ドレイン電極、（Ｄ）ゲート電極の第一の側面に面する基体の
部分の上に形成された第二のソース／ドレイン電極、（Ｅ）ゲート電極の第二の側面に面
する基体の部分の上に形成された第三のソース／ドレイン電極、並びに、（Ｆ）第二のソ
ース／ドレイン電極から第一のソース／ドレイン電極を経て第三のソース／ドレイン電極
に亙り形成された半導体材料層、を具備し、ゲート電極と、第一のソース／ドレイン電極
と、ゲート電極の第一の側面上に位置する絶縁膜の部分の上に形成された半導体材料層の
部分から成る第一のチャネル形成領域と、第二のソース／ドレイン電極とによって第一の
電界効果型トランジスタが構成され、ゲート電極と、第一のソース／ドレイン電極と、ゲ
ート電極の第二の側面上に位置する絶縁膜の部分の上に形成された半導体材料層の部分か
ら成る第二のチャネル形成領域と、第三のソース／ドレイン電極とによって第二の電界効
果型トランジスタが構成されていることを特徴とする電界効果型トランジスタが開示され
ている。
【００１４】
　しかしながら、これらの構成は、短チャネル化は容易であるが、いずれもゲート電極の
頂部をソース電極又はドレイン電極として用いるため、ゲート電極とソース電極又はドレ
イン電極間に寄生容量が形成され、高速応答することが困難となる。
【特許文献１】特開２００５－１９４４６号公報
【特許文献２】特開２００４－３４９２９２号公報
【非特許文献１】Applied Physics Letter, vol.69. p4108 (1996)
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　したがって、本発明は上述に鑑みてなされたものであり、上記問題点を解決し、低コス
トで作製することができ、寄生容量を低減して、高速応答を実現したトランジスタを提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明者らは、上述の課題を解決するために鋭意検討した結果、本発明を完成するにい
たった。
【００１７】
　本電子素子は、基板上に形成された溝内部が、導電層、半導体層、絶縁層及び第一の電
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極層が順次積層された構造、又は半導体層、導電層、絶縁層及び第一の電極層が順次積層
された構造であり、さらに、該半導体層と接し、かつ該導電層と接していない第二の電極
層及び第三の電極層が形成され、前記基板の表面がエネルギー付与により少なくとも臨界
表面張力の大きな高表面エネルギー部と、より臨界表面張力の小さな低表面エネルギー部
との二つの部位を含み、前記溝の側面は前記低表面エネルギー部であり、前記溝の底面、
及び、前記溝の側面を介して前記溝の底面と連続する前記基板上の所定領域は前記高表面
エネルギー部であり、前記溝の底面の前記高表面エネルギー部に前記導電層が形成され、
前記所定領域の前記高表面エネルギー部に前記第二の電極層及び前記第三の電極層が形成
されていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明によれば、低コストで作製することが可能で、寄生容量が低減でき、高速応答す
ることが可能な電子素子、該電子素子を有する電流制御ユニット及び該電流制御ユニット
を有する電流制御装置を提供でき、さらに、該電子素子、電流制御ユニットまたは電流制
御装置を有する演算装置及び表示装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　次に、本発明を実施するための最良の形態を図面と共に説明する。
【００３０】
　本発明の電子素子は、図５、６に示すように、基板上に形成された溝内部が、導電層、
半導体層、絶縁層及び第一の電極層が順次積層された構造であるか、又はその溝内部が半
導体層、導電層、絶縁層及び第一の電極層が順次積層された構造に形成されており、さら
に、その構造において、該半導体層と接し、かつ該導電層と接していない２つの電極とし
て第二の電極層及び第三の電極層が形成されている。本発明において、導電層は、第二の
電極層及び第三の電極層と接触していない。また、少なくとも第一の電極層の厚さによっ
て、導電層と、第二の電極層及び第三の電極層の間隔（チャネル長）が規定されている。
このため、本発明の電子素子は、短チャネル化が容易である。
【００３１】
　また、本発明の電流制御装置は、図５に示すように、本発明の電子素子と、第一の電極
層に電圧を印加する第一の電圧制御デバイス並びに第二の電極層及び第三の電極層に電圧
を印加する第二の電圧制御デバイスを用いて、第二の電極層及び第三の電極層の間を流れ
る電流を制御する電流制御ユニットを有する。このとき、電流制御ユニットは、基板上に
形成されていることが好ましい。
【００３２】
　遮断周波数ｆｃに関し、Appl.Phys.Lett.,vol.76, No.14, 3 April(2000),1941-1943で
は、式（１）
fc＝μVd／2πＬ２

が実験値と良い一致を見ることが報告されている。ここで、μは、キャリア移動度、Vdは
ソース・ドレイン電圧、Lはチャネル長である。これにより、寄生容量が無視してよい位
に小さい場合には、短チャネル化によって高速応答が可能となることがわかる。
【００３３】
　本発明の電子素子は、第一の電極層と、第二の電極層及び第三の電極層が重ならないよ
うにセルフアライメントされるため、寄生容量の低減が容易である。また、第一の電極層
と導電層の間に寄生容量が形成されるが、電圧が印加されるのは第一の電極層と、第二の
電極層及び第三の電極層の間であるため、この寄生容量に充電を行うためには、半導体層
を介することとなる。ここで、半導体層の抵抗は、配線抵抗と比較して、ＯＮ時において
も非常に高いため、見かけ上、寄生容量があったとしても、第一の電極層に電圧を印加す
ることによって、第一の電極層と導電層の間に充電されることは殆ど無い。このため、寄
生容量を実質的に低減させることができ、高速応答することが可能となる。また、第一の
電極層に印加する電圧を高周波駆動としても半導体層の抵抗によってゲート電流が第二の
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電極層及び第三の電極層に流れることが殆ど無いため、消費電力も抑えることが可能とな
る。
【００３４】
　図５に示すように、本発明の電流制御装置においては、第一の電圧制御デバイスが第一
の電極層に電圧を印加すると、第二の電極層と導電層（図５中、チャネルA側）、及び導
電層と第三の電極層（図５中、チャネルB側）間にチャネルが形成され、この状態で第二
の電圧制御デバイスによって、第二の電極層と第三の電極層の間に電圧が印加された場合
、キャリアは第二の電極から半導体層を通って導電層に入り、導電層から半導体層に注入
され、さらに第三の電極へと流れる。
【００３５】
　本発明において、第一の電極層、第二の電極層、第三の電極層及び導電層には、クロム
（Ｃｒ）、Ｔａ（タンタル）、チタン（Ｔｉ）、銅（Ｃｕ）、アルミニウム（Ａｌ）、モ
リブデン（Ｍｏ）、タングステン（Ｗ）、ニッケル（Ｎｉ）、金（Ａｕ）、パラジウム（
Ｐｄ）、白金（Ｐｔ）、銀（Ａｇ）、錫（Ｓｎ）等の金属、ITO、IZO等の合金、ポリアセ
チレン系導電性高分子、ポリパラフェニレン及びその誘導体、ポリフェニレンビニレン及
びその誘導体などのポリフェニレン系導電性高分子、ポリピロール及びその誘導体、ポリ
チオフェン及びその誘導体、ポリフラン及びその誘導体などの複素環系導電性高分子、ポ
リアニリン及びその誘導体などのイオン性導電性高分子のうち少なくとも１種を用いるこ
とができる。なお、これらの金属、合金、導電性高分子を併用することも可能である。
【００３６】
　また、これら導電性高分子は、適当なドーパントをドーピングすることにより導電率を
高くして用いてもよい。ドーピングに用いられるドーパントとしては、ポリスルホン酸、
ポリスチレンスルホン酸、ナフタレンスルホン酸、アルキルナフタレンスルホン酸などの
蒸気圧の低いものを用いるのが好ましい。
【００３７】
　本発明において、これら第一の電極層、第二の電極層、第三の電極層及び導電層の体積
抵抗率は、通常、１×１０－３Ω・ｃｍ以下、１×１０－６Ω・ｃｍ以下が好ましい。
【００３８】
　本発明において、半導体層には、フルオレン、ポリフルオレン誘導体、ポリフルオレノ
ン、フルオレノン誘導体及び、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール誘導体、ポリ－γ－カルバ
ゾリルエチルグルタメート誘導体、ポリビニルフェナントレン誘導体、ポリシラン誘導体
、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、モノアリールア
ミン、トリアリールアミン誘導体等のアリールアミン誘導体、ベンジジン誘導体、ジアリ
ールメタン誘導体、トリアリールメタン誘導体、スチリルアントラセン誘導体、ピラゾリ
ン誘導体、ジビニルベンゼン誘導体、ヒドラゾン誘導体、インデン誘導体、インデノン誘
導体、ブタジエン誘導体、ピレン－ホルムアルデヒド、ポリビニルピレン等のピレン誘導
体、α－フェニルスチルベン誘導体、ビススチルベン誘導体等のスチルベン誘導体、エナ
ミン誘導体、ポリアルキルチオフェン等のチオフェン誘導体よりなる群から選ばれる少な
くとも１種の有機半導体材料、或いは、ペンタセン、テトラセン、ビスアゾ、トリスアゾ
系色素、ポリアゾ系色素、トリアリールメタン系色素、チアジン系色素、オキサジン系色
素、キサンテン系色素、シアニン系色素、スチリル系色素、ピリリウム系色素、キナクリ
ドン系色素、インジゴ系色素、ペリレン系色素、多環キノン系色素、ビスベンズイミダゾ
ール系色素、インダンスロン系色素、スクアリリウム系色素、アントラキノン系色素、及
び、銅フタロシアニン、チタニルフタロシアニン等のフタロシアニン系色素等の有機半導
体材料、並びにCdS、ZnO、PbTe、PbSnTe、InGaZnO、GaP、GaAlAs、GaN等の化合物半導体
、多結晶シリコン、アモルファスシリコン等のシリコン半導体材料が適用可能である。中
でも、塗布可能な材料以外で、低コスト化するためには、アモルファスシリコンが好まし
い。また、アモルファスシリコンは、TFTの耐久性、動作安定性の面からも好ましい。
【００３９】
　本発明において、絶縁層としては、基板材料は、SiO2、Ta2O５、Al2O３等の無機絶縁材
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料、ポリイミド樹脂、スチレン樹脂、ポリエチレン系樹脂、ポリプロピレン、塩化ビニル
系樹脂、ポリエステルアルキド樹脂、ポリアミド、ポリウレタン、ポリカーボネート、ポ
リアリレート、ポリスルホン、ジアリルフタレート樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポ
リエーテル樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、フ
ェノール樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂、PFA、PTFE、PVDF等のフッ素系樹脂、パリレン
樹脂、エポキシアクリレート、ウレタン－アクリレート等の光硬化性樹脂、プルラン・セ
ルロース等の多糖類及びその誘導体等の有機絶縁材料を用いることができる。
【００４０】
　本発明において、絶縁層の体積抵抗率が1×1013Ω・cm以上であることが好ましく、1×
101４Ω・cm以上がさらに好ましい。
【００４１】
　本発明において、絶縁層は、蒸着、スパッタ、CVD等の真空成膜プロセス、陽極酸化法
、又は凸版を用いる印刷法、例えばフレキソ印刷、孔版を用いる印刷法、例えばスクリー
ン印刷、平版を用いる印刷法、例えばオフセット印刷、凹版を用いる印刷法、例えばグラ
ビア印刷、またスピンコート法、ディッピング法、スプレーコート法、インクジェット法
等の印刷法を用いて形成することができる。
【００４２】
　本発明において、基板としては、ガラス、表面に上記の絶縁材料をコーティングした金
属材料、上記の絶縁材料と同様の樹脂材料をフィルム化したもの等を用いることができる
。
【００４３】
　また、本発明においては、第一の電極層が形成された部位に対して、一義的に、第二の
電極層、第三の電極層及び導電層の位置を決定することができるため、アライメントが容
易となり、製造コストを低減することが可能となる。なお、第二の電極層、第三の電極層
及び導電層は、別々のプロセスで形成しても良いし、同時に形成してもよい。また、第二
の電極層、第三の電極層及び導電層を形成した後に、チャネル部に導電性材料が付着して
いる場合は、これらの材料を溶解する液体に浸漬してもよい。
【００４４】
　本発明において、溝の断面形状は、基板表面に対して６０°以上の角度で立ち上がって
いる部位を有することが好ましく、８０°以上がさらに好ましく、９０°以上が特に好ま
しい。これにより、第二の電極層及び第三の電極層と、導電層との距離（チャネル長）を
規定し易くなる。図７（ａ）は、溝が基板の表面に対して完全に９０°で立ち上がってい
る状態であるが、図７（ｂ）のように、溝の一部が基板の表面に対して９０°で立ち上が
っている状態でもよい。また図７（ｃ）は、基板の表面に対して、９０°よりも大きな角
度で立ち上がっている状態である。これらの状態は、いずれも本発明に好ましい状態であ
る。
【００４５】
　図８に、本発明の電子素子の作製プロセスの流れを示す。この図８は、図1の電子素子
を作製する場合のプロセスの一例である。
【００４６】
　図８（b）のプロセスで形成された導電層の材料は、図８（b）にあるように、基板に形
成された溝の側壁に付着する場合がある。この場合は、エッチング処理を行うことにより
、図８（ｃ）のように側壁に付着した導電性材料を除去することが望ましい。
【００４７】
　また、図８（ｆ）の構造を作製した後、図８（g）の構造を作製するためには、CMP（化
学的機械研磨）法によると、簡便に作製することが可能となる。
【００４８】
　この図８の電子素子の作製プロセスにおいては、絶縁層と半導体層の少なくとも一方は
CVDで形成されることによって、膜表面形状が、基板に形成された溝形状を忠実に反映す
ることが可能となる。
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【００４９】
　本発明において、基板に形成された溝形状の作製方法としては、基板上にレジストを所
望の形状にパターニングし、これをウェットエッチング、ドライエッチングする方法、凸
形状を有する金型を基板に押厚するスタンパー法等が挙げられるが、特に、スタンパー法
が簡便で好ましい。スタンパー法を用いる場合、図８(c)の構成を得るために、図９のプ
ロセスも好ましく適用できる。
【００５０】
　本発明の電子素子は、図１０に示すように、半導体材料中に形成された溝内部が、導電
層、絶縁層及び第一の電極層が順次積層された構造であり、さらに、該半導体と接し、か
つ該導電層と接していない第二の電極層及び第三の電極層が形成されている。したがって
、短チャネル化、寄生容量の実質的な低減によって、高速応答が可能となる。
【００５１】
　本発明における半導体基板としては、単結晶シリコンの他、上記に記載の半導体材料が
適用可能である。また図１０（ｂ）のように、上記に記載の半導体材料が、絶縁性基板上
に形成され、かつ、この半導体材料に溝形状が形成されていても良い。その他、絶縁層材
料、電極層材料も同様に上記に記載の材料が適用可能である。
【００５２】
　本発明の電子素子は、第二の電極層、第三の電極層及び導電層が同一の材料からなるこ
とが好ましい。これにより、第二の電極層、第三の電極層と導電層を同時に形成すること
ができるため、電子素子を容易に製造することが可能となる。
【００５３】
　本発明において、第二の電極層、第三の電極層及び導電層は、蒸着、スパッタ、CVD等
の真空成膜プロセス、または凸版を用いる印刷法、例えばフレキソ印刷、孔版を用いる印
刷法、例えばスクリーン印刷、平版を用いる印刷法、例えばオフセット印刷、凹版を用い
る印刷法、例えばグラビア印刷等の印刷プロセスが適用可能である。中でも、大面積化・
プロセスタクト向上が容易であることから、フレキソ印刷、スクリーン印刷、オフセット
印刷、グラビア印刷等の有版印刷法が好適である。
【００５４】
　本発明の電子素子は、第一の電極層、第二の電極層、第三の電極層、導電層及び半導体
層の少なくとも一つが、塗布可能な材料からなることが好ましい。これにより、印刷プロ
セスを用いて電子素子を製造することが可能となり、スパッタ等の真空成膜プロセスを用
いる場合と比較して、製造コストを低減させることが可能となる。
【００５５】
　本発明において、印刷法としては、凸版を用いる印刷法、例えばフレキソ印刷、孔版を
用いる印刷法、例えばスクリーン印刷、平版を用いる印刷法、例えばオフセット印刷、凹
版を用いる印刷法、例えばグラビア印刷、またスピンコート法、ディッピング法、スプレ
ーコート法、インクジェット法等を用いることができる。中でも、大面積化、プロセスタ
クト向上が容易であることから、フレキソ印刷、スクリーン印刷、オフセット印刷、グラ
ビア印刷等の有版印刷法が好ましい。
【００５６】
　本発明において、第一の電極層、第二の電極層、第三の電極層、導電層の塗工液として
は、Ag、Au等のナノ粒子を溶媒中に分散した金属ナノ粒子分散液、ポリアセチレン系導電
性高分子、ポリパラフェニレン及びその誘導体、ポリフェニレンビニレン及びその誘導体
などのポリフェニレン系導電性高分子、ポリピロール及びその誘導体、ポリチオフェン及
びその誘導体、ポリフラン及びその誘導体などの複素環系導電性高分子、ポリアニリン及
びその誘導体などのイオン性導電性高分子のうち少なくとも１種を溶媒に分散又は溶解し
た溶液を用いることができる。また、これら導電性高分子は、適当なドーパントをドーピ
ングすることにより導電率を高くして用いてもよい。ドーパントとしては、ポリスルホン
酸、ポリスチレンスルホン酸、ナフタレンスルホン酸、アルキルナフタレンスルホン酸等
の蒸気圧の低い化合物を用いることが好ましい。
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【００５７】
　本発明の電子素子は、その表面がエネルギー付与により少なくとも臨界表面張力の大き
な高表面エネルギー部と、より臨界表面張力の小さな低表面エネルギー部との二つの部位
となり、第二の電極層、第三の電極層及び導電層のうち少なくとも一つが塗布可能な材料
からなることが好ましい。
【００５８】
　したがって、低コスト且つ高精細に、第二の電極、第三の電極及び導電層のパターニン
グを行うことが可能となる。
【００５９】
　本発明において、高表面エネルギー部と低表面エネルギー部とのパターン形状に従って
導電性材料を含有する液体を確実に付着させるためには、表面張力差が大きいことが望ま
しい。本発明ではこの差が10ｍＮ／ｍ以上であることが好ましく、この値以上であれば確
実に導電性材料が含有した液体を、絶縁層表面に付着させることができる。
【００６０】
　図１１に本発明の電子素子の構成の一例を示す。ここでは、低表面エネルギー部となっ
ている基板上に、エネルギーを付与し局所的に高表面エネルギー部とした後、導電性材料
を含む液体を高表面エネルギー部に塗布した構成の例である。このとき溝側面部は、エネ
ルギーが付与され難いため、低表面エネルギー部のままとなり、導電性材料が付着しない
。
【００６１】
　また本発明においては、低表面エネルギー部の臨界表面張力が、40ｍＮ／ｍより小さい
ことが好ましい。これにより、半導体層の移動度を高くすることができると共に、低表面
エネルギー部での液体反発性が良好なものとなり、第二の電極、第三の電極、導電層の良
好なパターニングを行なうことが可能となる。
【００６２】
　図１２に、半導体層の移動度と絶縁層の臨界表面張力の関係を示す。なお、このプロッ
トは、構造式（１）
【００６３】

【化１】

で表される有機半導体材料を用いて図１（ａ）のＴＦＴを作製し、半導体層の移動度と絶
縁層の臨界表面張力を測定することにより得られたものである。これより、臨界表面張力
40ｍＮ/ｍ前後における移動度の変化量は大きく、臨界表面張力が小さいほど移動度が向
上することが判る。
【００６４】
　また、本発明において、基板材料はその表面に、エネルギーの付与によって臨界表面張
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力が大きく変化する材料がコーティングされていても良い。
【００６５】
　このコーティングのための材料として、側鎖に疎水性基を含むポリイミド材料からなる
ことが好ましい。ポリイミドは耐溶剤性並びに耐熱性に優れているため、溶媒や焼成によ
る温度変化によって、膨潤したりクラックが入ったりするといったことが殆どない。した
がって、信頼性の高い電子素子を作製することが可能となる。
【００６６】
　この側鎖に疎水性基を有するポリイミド材料としては、特開２００２－１６２６３０公
報、特開２００３－９６０３４公報、特開２００３－２６７９８２公報等に記載されてい
る材料を用いることができる。また、これら疎水性基の主鎖骨格を構成するテトラカルボ
ン酸二無水物については、脂肪族系、脂環式、芳香族系など種々の材料を用いることが可
能である。具体的には、ピロメリット酸二無水物、シクロブタンテトラカルボン酸二無水
物、ブタンテトラカルボン酸二無水物等が挙げられる。この他に、特開平１１－１９３３
４５号公報、特開平１１－１９３３４６号公報、特開平１１－１９３３４７号公報等に記
載されている材料についても用いることが可能である。
【００６７】
　また、本発明において、臨界表面張力を変化させる際に用いられるエネルギーは、紫外
線であることが好ましい。これにより、大気中で操作することができ、高い解像度が得ら
れ、層内部に対する損傷を抑制することができる。
【００６８】
　本発明の電子素子は、第二の電極層、第三の電極層及び導電層薄膜の半導体接触部位と
半導体非接触部位とで仕事関数が異なることが好ましい。これにより、電極層及び導電層
の仕事関数の制御が容易なものとなる。
【００６９】
　半導体層と金属が接する部位には、半導体材料との仕事関数の整合が必要となる。特に
、ｎ型の半導体材料とｐ型の半導体材料が一枚の基板上に共存する場合、以下のような問
題が生じることがある。すなわち、ｎ型半導体の場合、金属材料の仕事関数が半導体より
も大きいと、金属から半導体へのキャリア注入は妨げられ、逆にｐ型半導体の場合、金属
材料の仕事関数が半導体よりも小さいと、金属から半導体へのキャリア注入は妨げられる
。したがって、キャリアの注入が妨げられないようにするためには、二種以上の電極材料
が必要となるが、使用するｐ型半導体へのキャリア注入が妨げられないよう、このｐ型半
導体よりも大きな仕事関数を持つ電極材料を第二の電極層、第三の電極層及び導電層材料
として形成した後、使用するｎ型半導体よりも小さな仕事関数を持つ電極材料を、ｎ型半
導体と接触する部位のみに積層することが好ましい。
【００７０】
　本発明において、ｐ型の半導体材料を用いて半導体層を形成する場合、第二の電極層、
第三の電極層及び導電層の最表面部は、Ag、Au、Pt等の仕事関数が大きい導電性材料で形
成されていることが好ましい。また、ｎ型の半導体材料を用いて半導体層を形成する場合
、第二の電極層、第三の電極層及び導電層の最表面部は、Mg、Al、Cr等の仕事関数が小さ
い導電性材料で形成されていることが好ましい。
【００７１】
　本発明において、第二の電極層、第三の電極層及び導電層は、蒸着、スパッタ、CVDと
いった真空成膜プロセス、または凸版を用いる印刷法、例えばフレキソ印刷、孔版を用い
る印刷法、例えばスクリーン印刷、平版を用いる印刷法、例えばオフセット印刷、凹版を
用いる印刷法、例えばグラビア印刷、またスピンコート法、ディッピング法、スプレーコ
ート法、インクジェット法といった印刷法によって形成可能である。
【００７２】
　図１３及び１４に本発明の構成例を示す。ここでは、第二の電極層、第三の電極層及び
導電層が二種の金属からなり、膜厚方向における材料の分布を示している例である。図１
４は、例えば、図１３（ｂ）の状態を図５の電子素子に適用した場合、基板上に成膜され
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る第二の電極層、第三の電極層及び導電層を示す。
【００７３】
　本発明の電子素子の製造方法は、上述した電子素子の構成において、第二の電極層、第
三の電極層及び導電層の形成で、第一層目を形成後にその表面を電解メッキによって積層
構造とすることが好ましい。電解メッキは、電圧が印加されている部位のみに選択的に導
電性材料が形成されるため、仮に基板が伸縮・変形した場合においても高度な位置合わせ
のプロセスを必要とせず、非常に簡便なプロセスにて、第二の電極層、第三の電極層及び
導電層を積層構造とすることが可能となる。例えば、Au薄膜を形成した後、所望の部位に
Cr薄膜を積層する場合には図１５に示す方法を用いることができる。なお、この方法は、
基板上に、４個の電子素子をアレイ状に並べ、各々の素子を配線する場合の作製方法であ
る。まず、第二、第三、導電層を、Auナノ粒子分散液を用いて、インクジェット法により
パターニングする（図１５（ａ））。次に、Auより低い仕事関数が必要な部位のみを陰極
に接続し、Crの電解メッキ液中に基板を浸漬させ、所望の部位のみCr薄膜を積層成膜する
（図１５（ｂ））。さらに、Agナノ粒子分散液を用いて、インクジェット法により、電子
素子間の配線電極をパターニングする(図１５（ｃ）)。なお、上述の方法では、Au薄膜を
先に形成して、次にCr薄膜を積層するが、Cr薄膜を先に形成した後にCrより高い仕事関数
のAu薄膜を形成することもできる。
【００７４】
　本発明の電子素子を有する電流制御ユニットは、第一の電圧制御デバイスによる第一の
電極層への電圧印加によって、さらに、第二の電圧制御デバイスによる第二の電極層及び
第三の電極層への電圧印加によって、これら電極層間を流れる電流が制御されている。こ
れによって、高速応答することが可能な電子素子を有する電流制御ユニットを提供でき、
さらに、該電流制御ユニットが基板上に形成された電流制御装置を提供できる。
【００７５】
　図１６に本発明の電流制御装置を有する演算装置の構成例を示す。ｐ-ch、n-chはそれ
ぞれ正孔輸送材を用いたトランジスタと、電子輸送材を用いたトランジスタを示している
。ここで、Vinに＋５Vを印加した場合、n-chはONとなるものの、p-chはOFFとなり、Vout
は０Vとなる。また、Vinが０Vの時は、n-chはOFFとなり、またVddが＋５Vであるためp-ch
のゲート・ソース間の電位差が５Vとなり、Voutは＋５Vが出力される。このように、Vin
とVoutの電位が反転するため、図１６の回路はインバータ回路として適用することが可能
である。さらに、このインバータ回路、及びAND回路、NAND回路、NOR回路、XOR回路等の
演算回路どうしを組合わせることで、制御装置を作製することができる。
【００７６】
　本発明は、基板上に溝を形成する装置、溝が形成された基板に導電層、第二の電極層及
び第三の電極層を形成する装置、エッチングを行う装置、半導体層を形成する装置、絶縁
層を形成する装置、並びに第一の電極層を形成する装置を具備する製造装置によって製造
することができる。このため安価で製品を製造することが可能となる。図８には、本発明
で用いる製造装置のプロセスフローが例示される。図８(a)では基板上に溝が形成され、
これに導電層、第二の電極層及び第三の電極層を形成すると図８(b)となる。これにエッ
チングを行う事によって図８(c)となり、半導体層を成膜することで図８(d)となる。さら
に絶縁層を成膜し図８(e)となり、第一の電極層を形成し図８(f)となる。最後にCMP（化
学的機械研磨）によって図８(g)の素子が得られる。この図８(c)の工程の後、図１５(a)
～図１５(c)に示されるような、表面に所望の金属のメッキを行うことも可能である。ま
た、各々のプロセス全てが一体となった製造装置内で行うことも可能である。また適宜各
々のプロセスが分離した製造装置であっても良い。
【００７７】
　また、基板表面がエネルギーの付与によって臨界表面張力の異なる部位になる場合は、
図８(a)の工程の後、紫外線等を照射する工程を設けても良い。
【００７８】
　本発明はまた、表面が半導体材料からなる基板上に溝を形成する装置、溝が形成された
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基板に導電層、第二の電極層及び第三の電極層を形成する装置、エッチングを行う装置、
絶縁層を成膜する装置、並びに第一の電極層を形成する装置を具備する製造装置によって
製造することができる。このため安価な製品を製造可能となる。図１７(a)～(g)に本発明
で用いる製造装置のプロセスフローが例示される。図1７(a)では半導体に溝が形成され、
これに導電層、第二の電極層、第三の電極層を形成すると図1７(b)となる。これにエッチ
ングを行うことによって図1７(c)となり、さらに絶縁層を成膜し図１７(ｄ)となり、第一
の電極層を形成し図１７(e)となる。最後にCMP（化学的機械研磨）によって図１７(ｆ)の
素子が得られる。この図１７(c)の工程の後、図１５(a)～図１５(c)に示されるような、
表面に所望の金属のメッキを行うことも可能である。また、各々のプロセス全てが一体と
なった製造装置内で行うことも可能である。また適宜各々のプロセスが分離した製造装置
であっても良い。
【００７９】
　次に、本発明の表示装置を説明する。
【００８０】
　本発明の表示装置は、対向して設けられている二つの基板の対向する面の一つに形成さ
れている電極間の電圧値変化によって表示の切替を行う表示素子を用いて、上記の電子素
子、電流制御ユニット、電流制御装置に適用できることが好ましい。したがって、低コス
トにて高速応答が可能な表示装置を作製できる。本発明における、対向している基板の対
向面側に成膜されている電極間の電圧値変化によって表示を行う表示素子の例として、液
晶表示素子、電気泳動表示素子、プラズマ表示素子等が挙げられる。
【００８１】
　図１８に、本発明の表示装置の一例として、液晶表示装置の構成例を示す。階調信号線
からは各々の画素の階調にしたがって電圧が印加されている。走査線からは一ラインごと
順次ON／OFFの信号電圧が印加され、一画面の走査が終了した後、次画面の走査が開始さ
れる。動画対応の場合、この間隔は50Hz以上（1/50sec.以下）であることが望ましい。コ
ンデンサは、一画面から次画面の走査に移るまでの時間、階調信号の電圧を充電し、液晶
セルに電圧を印加する機能を有する。
【００８２】
　本発明の表示装置は、対向して設けられている二つの基板の対向する面の一つに形成さ
れている電極間を流れる電流によって表示の切替を行う表示素子を用いて、上記の電流制
御ユニット、電流制御装置、電子素子を画素スイッチング、又は画素駆動に用いることを
特徴とする。したがって、低コストで高速応答できる表示装置が作製可能となる。本発明
の対向している基板の対向面側に成膜されている電極間に流れる電流によって表示を行う
表示素子の例として、EL表示素子、エレクトロクロミック表示素子、エレクトロデポジシ
ョン表示素子等が挙げられる。
図１９に、本発明の表示装置の一例として、ＥＬ表示装置の構成例を示す。これは、EL表
示装置の１画素を取り出した構成図の例である。走査線から画素スイッチング用TFTに電
圧が印加されると、コンデンサに電荷が充電され、画素駆動用TFTの第一の電極層に（図1
９中、Ｇ）電圧が印加され、電流供給線から電流がＥＬ素子に供給され、発光する。コン
デンサは、一画面から次画面の走査に移るまでの時間、電荷が充電されるため、画素駆動
用TFTはON状態となり、EL素子の発光が継続する。
【実施例】
【００８３】
　以下、実施例を挙げて本発明をさらに詳しく説明するが、これら実施例によって、本発
明はなんら制限されるものではない。
【００８４】
　（実施例１）
　図５に示すような構成の電子素子を作製し、その電気特性の評価を行った。結果を図２
０及び２１に示す。作製は図８に示す通りに行なった。
【００８５】
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　まず、ガラス基板を作製した。具体的には、バッファードフッ酸によりエッチングを行
いガラス面に溝を形成後、ヘキサメチルジシラザンによりはっ水処理することにより、図
８(a)の基板を作製した。Auからなる第二の電極層、Auからなる第三の電極層及びAuから
なる導電層を蒸着により成膜した。成膜後に、Auエッチング液に浸漬した。その上に、構
造式（１）で表される有機半導体材料（移動度3.3×10－２(cm2/V・sec.)）からなる半導
体層を成膜した。さらに、その上に、パレリンＣからなる絶縁層をＣＶＤにより、膜厚２
５０ｎｍで成膜した。最後、その上にＡｌからなる第一の電極層を幅９μｍとして積層し
、図５に示すような電子素子とした。得られた電子素子のチャネル長（チャネルＡ側及び
チャネルＢ側の合計）は、２．９μｍであった。
【００８６】
　第一の電源電圧(Vg)を+6～-16Ｖ、第二の電源電圧(Vds)を-16Vとして、各々の電圧を印
加した時に流れる電流値を測定した。結果を図２０に示す。このVgは第一の電圧制御デバ
イスの電圧値、Idsは第二の電極層と、第三の電極層間の電流値を示す。
ここから、Vg=Vds=-16Vの時に、5.8×10-5（A）の電流が得られ、Vｇが+6～-16Vの範囲に
て、ON/OFF比として３桁以上が得られていることが判る。
【００８７】
　第一の電源(Vg)を-8～-14Ｖ（sin波）、第二の電源(Vds)を-16Vとし、第一の電圧制御
デバイスの電源周波数を1KHz～600KHｚとして、1KHzの時に得られたゲインを１とし、こ
れが-3dbとなる時の周波数を遮断周波数とした。結果を図２１に示す。ここから、600KH
ｚ以上の遮断周波数が得られていることがわかる。
【００８８】
　本検討における、各々のパラメータから計算される遮断周波数は、ゲート電極（第一の
電極層）が他の電極層（第二の電極層、第三の電極層）との重なりが無いことを前提とし
た前述の式（１）
fc＝μVd／2πＬ２（μ：キャリア移動度、Vd：第二の電源電圧、L：チャネル長）
より、約900KHｚと推定される。したがって、実際のデバイス上では導電層と第一の電極
層とは9μmもの重なりがあるにも関わらず、第一の電極層と他の電極の重なりが無い場合
の、遮断周波数計算式に近い値が得られている。
【００８９】
　なお、重なりがある場合の遮断周波数の計算値（概算値）は、重なり幅をＤとした時、
下記式
ｆｃ＝μＶｄ／２πL(Ｄ+L)
で表される。このＤが大きいほど、寄生容量が大きくなり、遮断周波数が小さくなること
を意味する。
この式にＤ＝9μｍを代入すると、Ｌ＝2.9μｍの場合、ｆｃはＤが０の時の1/4程度に減
少することが分かる。
【００９０】
　（実施例２）
　実施例１の絶縁層をポリイミド(X491；膜厚200nm)（チッソ社製）で成膜後、スタンパ
ー法にて図２２の形状の溝を形成した以外は、実施例１と同様にして、電子素子を作製し
た。
【００９１】
　以下、上記のプロセスを具体的に説明する。第二の電極層、第三の電極層及び導電層に
相当する形状の露光マスクを用いて、波長２５０ｎｍにおける照射エネルギーが９Ｊ／ｃ
ｍ２の紫外線を絶縁層に照射した。次に、Ａｇナノ粒子分散液（住友電気工業社製）を用
いて、Ａｇからなる第二の電極層、Ａｇからなる第三の電極層及びＡｇからなる導電層を
成膜した後、市販のＡｇエッチング液に浸漬することによりエッチングした。
【００９２】
　また、上記の露光マスクと略同一パターンを有する印刷版を用い、スクリーン印刷法に
より、第二の電極層、第三の電極層、導電層を成膜した以外は、上記と同様にして電子素
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学顕微鏡でドットゲインを測定したところ、図２３に示すように最大で６μｍであること
を確認した。
【００９３】
　さらにまた、紫外線照射を行なわずに、本実施例２の露光マスクと同一パターンのスク
リーン印刷版を用いて、第二の電極層、第三の電極層及び導電層を成膜した以外は、本実
施例２と同様にして、電子素子を作製した。Ａｇ成膜後のパターン形状と、スクリーン印
刷版のパターンとの比較を行い、光学顕微鏡でドットゲインを測定したところ、図２４に
示すように最大で２０μｍであることを確認した。
【００９４】
　以上、本発明の好ましい実施例について詳述したが、本発明はかかる特定の実施形態に
限定されるものではなく、特許請求の範囲に記載された本発明の趣旨の範囲内において、
種々の変形・変更が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００９５】
【図１】トランジスタの一般的な構造を示す図である。
【図２】ＳＩＴ構造の能動素子の一般的な構造を示す図である。
【図３】ＳＩＴ構造の能動素子の一般的な構造を示す図である。
【図４】ＳＩＴ構造の能動素子の一般的な構造を示す図である。
【図５】本発明の電子素子及び電流制御ユニットの構成例を示す模式図である。
【図６】本発明の電子素子の別の構成例を示す模式図である。
【図７】本発明で用いられる基板の溝の断面形状を表す図である。
【図８】本発明の電子素子の作製プロセスの一連の流れを示す図である。
【図９】本発明で用いられる基板の溝形状の作製例を示す図である。
【図１０】本発明の電子素子のまた別の構成例を示す模式図である。
【図１１】本発明で用いられる基板へのエネルギー付与を示す図である。
【図１２】本発明で用いられる半導体層の移動度と絶縁層の臨界表面張力の関係を示す図
である。
【図１３】本発明で用いられる第二の電極層、第三の電極層及び導電層の材料の膜厚方向
における分布を示す断面図である。
【図１４】本発明で用いられる第二の電極層、第三の電極層及び導電層の材料の膜厚方向
における分布を示す断面図である。
【図１５】本発明で用いられる電解メッキを示す模式図である。
【図１６】本発明の電流制御装置としての演算装置の構成例を示す模式図である。
【図１７】本発明で用いられる電子素子の製造装置による作製プロセスの一連の流れを示
す図である。
【図１８】本発明の液晶表示装置の構成例を示す模式図である。
【図１９】本発明のＥＬ表示装置の構成例を示す模式図である。
【図２０】実施例１の静特性評価の結果を示す図である。
【図２１】実施例１の動特性評価の結果を示す図である。
【図２２】実施例２の電子素子の断面構造を示す図である。
【図２３】実施例２でスクリーン印刷法を用いた場合のドットゲインを説明する図である
。
【図２４】実施例２で紫外線照射を用いない場合のドットゲインを説明する図である。
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